
規約変更書・附則の記載上の留意点
第１．規約変更書について
１．規約変更書は、新旧条文対照表と整合するよう作成します。具体的には、下記に掲げる表記となります。
①．第○条中「Ａ」を「Ｂ」に改める。

第○条を次のように改める。（全部改める場合）
②．第○条中「Ｃ」の次に「Ｄ」を加える。
③．第○条を削除する。
④．第○条を削る。　　第○条中「Ｅ」を削る。
２．「削除」と「削る」について
①．「削除」とは、「第○条　削除」という形で、形がいを残す場合です。その条なり号なりを削って、後の条なり号なりを繰り上げることが他の規定に影響する等の理由で煩わしいので、廃止する条なり号なりの形がいを残して、他の条なりへ波及しないようにする場合に用います。
②．「削る」とは、ある条、項又は号をあとかたもなく消してしまう場合に用います。規約の最後の項のように、これをあとかたもなく廃止してしまっても、さしつかえの無い場合に用います。
３．「改正する」と「改める」について
既存の規約を一部改正する場合には、最初の柱書き（改正文）において、「○○健康保険組合の一部を次のように改正する。」と述べ、これに続いて、改正の具体的内容を示しますが、改正の内容として第○条を全部改めてしまうときは、「第○条を次のように改める」の表現により当該条、項又は号を改める旨を明示した上、別行に、改めた形の条、項又は号を書くことになります。
このように、改正すべき規約の全体を指示して表現する場合には「改正する」といい、改正すべき規約中の個々の規定を指示して表現する場合には「改める」といいます。
４．同じ条、項又は号中に多数の「改める」字句がある場合
この場合、一つ一つ「改め」字句を置く必要はなく、次の例に示すように、「第○条中「Ａ」を「Ｂ」に、「Ｃ」を「Ｄ」に、［Ｅ」を「Ｆ」に…改める。］として、連続して改正します。
５．条の改正で字句の改め、削り又は追加が混在する場合
①．各種の改正が混在する場合の基本的な改正の形は、次のように行います。
「第○条中「Ａ」を「Ｂ」に改め、「Ｃ」を削り、「Ｄ」の次に［Ｅ］を加え、「Ｆ」を「Ｇ」に改める。」
②．項の場合
「第○条第１項中「Ａ」を「Ｂ」に改め、「Ｃ」を削り、「Ｄ」の次に［Ｅ］を加え、「Ｆ」を「Ｇ」に改め、同条第２項中「Ｈ」を［Ｉ」に、「Ａ」を「Ｂ」に改め、「Ｊ」を削り、同条第３項中「Ｆ」を「Ｇ」に改める。］
（注）改正すべき字句のとらえ方は、その条、項又は号に出てくる字句の順序に従い、同じ改める部分だからといって［Ａ］と「Ｆ」を一緒にして、「第○条中「Ａ」を「Ｂ」に、「Ｆ」を「Ｇ」に改め、「Ｃ」を削り、「Ｄ」の次に［Ｅ］を加える。」とはいたしません。

第２．附則について
１．遡及して適用する必要があるもの
新規適用事業所の編入については、通常規約変更の原因となる事実関係が生じた後、手続きを行うことから、遡及適用を行います。
規約変更の効力の発生を認可日以前に遡及させる場合の規約の附則は、「附則　この規約は、認可の日から施行し、令和○○年○○月○○日から適用する。」となります。
２．認可の日に併せるもの
任意適用事業所を初めから編入させる場合、この際の規約の附則は、「附則　この規約は、認可の日から施行する。」となります。
３．遡及適用が不適当なもの
①．付加給付の支給条件、保険料率の負担割合の変更、組合の名称変更、協会管掌（他組合）からの事業所編入及び事業所削除等
②．議員定数、理事定数及び議員の任期等
これらは、組合運営の基本的事項又は組合員の権利を制限したり、組合員に負担、義務を課す内容を含む規約変更ですので、遡及適用を行うことは適当ではありません。したがって、このような規約変更の施行期日は、原則、未来日の確定日付で定められる必要があります。
この場合の規約の附則は、①については「附則　この規約は、令和○○年○○月○○日から施行する。」となり、②については「附則　この規約は、次期総選挙から施行する。」となります。
なお、協会管掌からの事業所編入、削除に係る監督庁への認可申請は、引き継ぎ等の関係から施行期日を監督庁で調整するため、規約の附則の年月日は「空欄」とする必要があります。
（注）「この規約変更は」又は「この規約改正は」とは規定しません。
４．施行期日の外に経過措置を設ける場合は、「みだし書」及び「条」を起こす。
（施行期日）
第１条　この規約は、令和○○年○○月１日から施行する。
（経過措置）
第○条　施行日前の療養にかかる一部負担還元金、家族療養附加金及び合算高額療養費付加金の支給については、なお従前の例による。

第○条　施行日前の労務に服することができない期間にかかる傷病手当金付加金及び延長傷病手当金付加金の支給については、なお従前の例による。
第○条　施行日前の労務に服さなかった期間にかかる出産手当金付加金の支給については、なお従前の例による。
第○条　施行日前の出産にかかる出産育児一時金付加金の支給については、なお従前の例による。
第○条　施行日前の死亡にかかる埋葬料付加金及び家族埋葬料付加金の支給については、なお従前の例による。
（注）施行期日のみ規定する場合で、経過規定を設ける必要のない場合は、「みだし書」及び「第１条」は省略します。
５．規約中の特定の規程についてその施行期日を異ならせたい場合
①．「この規約は、令和○○年○○月○○日から施行する。ただし、第○条の規定は同年××月××日から、第△条の規定は同年△△月△△日から施行する。」
②．「この規約中第○条の規定は令和○○年○○月○○日から、第○条の規定は同年××月××日から、その他の規定は同年△△月△△日から施行する。」
（注）施行期日及び適用日は、「○○日から」という規定の仕方をし 、「○○日より」とは規定しません。
